Corporate community and human resource development or career development : Comparative study between English and Japanese based on empirical data by 佐藤 厚
企業コミュニティと人材育成・キャリア形成 : 実
証データによる日英比較
著者 佐藤 厚
出版者 法政大学キャリアデザイン学会
雑誌名 生涯学習とキャリアデザイン
巻 17
号 2
ページ 3-21
発行年 2020-03
URL http://doi.org/10.15002/00023233
3
1	 はじめに　――　問題意識
　本稿の目的は、日本と英国の従業員を対象とし
た調査データを分析することで、企業コミュニ
ティと人材育成・キャリア形成という視点から日
英間の共通項と差異を考察することにある。
　本稿で用いる英国のデータは佐藤（2019）で
用いた 2018英国調査のデータと同様である1）。
また日本のデータは主として労働政策研究・研修
機構（2017）であり、佐藤（2017b）で用いたデー
タと同じである。すなわち本稿は、労働政策研究・
研修機構（2017）の調査票と部分的に同一の設
問を用意したイギリス向け調査票を設計しつつ、
日英の労働者から得られた調査データをベースに
して、表記テーマについて比較考察しようとする
ものである。
　佐藤（2017b）では、企業の人事管理方針に関
する設問（具体的には①採用方針が新卒採用注力
か中途採用注力かと②人材育成の視野が長期的か
短期的か）を軸に企業類型を構成し、人事管理方
針と企業コミュニティ性をみる指標（具体的に
は、社員の仕事上の能力を高める取り組み、従業
員からみた組織との関係認識、従業員からみた職
場の雰囲気）とが相関していること、また新卒
採用・長期的育成方針（中途注力・短期的育成方
針）の企業では、企業コミュニティ性が高い（低
い）ことが明らかにされた。かつてドーア（1973
＝ 1993）は日本企業を特徴づけるキーワードを
企業コミュニティに求めたが、厳しい環境下にあ
る中小企業でも人材育成の苗床機能としての企業
コミュニティは存続しているのである。
　本稿では、企業コミュニティ性に着眼して日英
比較を試みながら、日英それぞれの特徴の把握を
試みる。しかし労働の国際比較という場合、いく
つかの重要な先行研究と仮説があるのが見落とせ
ない。ドーア（1973＝1993）のほかにも、間（1974）、
Cole（1979）、Takezawa ＝ Whitehill（1981）、
稲上＝日本生産性本部（1985）、Lincoln and 
Kalleberg（1990）、などを代表的研究として挙
げることができよう。そこからは、市場志向性
の強いイギリスと組織志向性の強い日本（ドー
ア 1973=1993）、個人と会社との契約的関係認識
の強いアメリカと組織目標に強く一体化しようと
する日本（Takezawa=Whitehill 1981）、コミュ
ニティ性の強い日本に対してアソシエーション性
の強いイギリス（間 1974）、日本の労働者が勤勉
に働くのは、雇用システムや福祉政策が作用して
いる（Cole 1979；稲上＝日本生産性本部 1985；
Lincoln and Kalleberg 1990）といった知見が提
起されてきた。
　こうした知見は、本稿の問題意識とも関連する
ものといえる。そこで本稿は、佐藤（2017b）の
枠組みをベースにしながら、先行する国際比較研
究から導かれるこうした知見を意識しつつ、企業
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コミュニティ性と人材育成・能力開発についての
日英比較を試み、日英それぞれの特徴を考察する
こととしたい。
　本稿の構成は以下のようである。2では、先行
する国際比較研究を簡潔にレビューして、そこか
ら検討すべき二つの仮説、つまり a）日本はイギ
リスよりも企業コミュニティ性が高いという仮
説、また b）人事管理による勤労意欲の引き出し
仮説（日本の労働者の勤労意欲が強いのは人事管
理施策によって引き出されている）を導き出す。
3では a）の企業コミュニティ仮説を検証すると
いう視点から日英比較を試みる。4では b）の仮
説を検証する観点から、日英それぞれのデータに
ついて、人事管理による勤労意欲引き出し仮説が
イギリスでも当てはまるのかどうかを検証するこ
ととしたい。最後に 5では分析結果についての考
察（ディスカッション）を試み、まとめを行う。
2	 労働者の意識についての国際比較
研究と検討すべき仮説
2.1　重要な国際比較研究と仮説
　ここで改めて、これまでの労働に関する国際比
較研究のうち影響力のあったと思われるものを取
り上げ、レビューを試みることとしたい（表 1）。
表 1は、ドーア（1973=1993）をはじめとする 6
つの国際比較研究についての調査対象と時期、主
な事実発見などを簡潔にまとめたものである。
　ところで、労働の国際比較研究からはいくつも
の興味深い事実発見がなされているが、「日本の
労働者の勤労意欲の高さや満足度の高さそれ自体
は検証されておらず、むしろ日本企業の労働者
が勤勉に働くのは、雇用システムや労務政策が
そのように作用しているからではないか」（千葉
2013：102）という指摘が重要である。本稿では
これを「人事管理による勤労意欲引き出し仮説」
と呼ぼう。以下説明しよう。
　ドーアによれば、日本の雇用制度が、低移動率、
人ベース賃金、会社内訓練と福利厚生、内部昇
進、企業別労組、労働者参加と強い企業意識など
からなる組織志向型であるのに対して、イギリス
企業は、高移動率、同一労働同一賃金原則、個人、
公共主導訓練、外部参入が容易、産業別労組、企
業意識よりも職業アイデンティティが高いといっ
た特徴を持つ市場志向型である。本稿の関心に引
きつけると日本企業が＜従業員重視＋長期雇用＋
人材育成投資積極的＞からなる組織志向型である
のに対して、英国企業が、＜株主重視＋短期雇用
＋育成投資消極的＞からなる市場志向型である。
ドーアはそれを日立と GE 社という日英を代表す
る大手電機メーカーを対象とした克明な事例調査
により明らかにした（ドーア 1973＝ 1993）。加
えてドーアは、遅れた産業社会である日本が進ん
だ産業社会イギリスに近づいていくのではなく、
逆にイギリスが遅れた産業国家である日本に近づ
いていくとする「後発効果」論及び組織志向への
世界的収斂論を提唱した。後発効果とは「遅れた
急激な工業化が全体社会の構造に及ぼす一群の特
性効果」であり、近代日本の社会進化の説明原理
である。すなわち、「遅れた急激な工業化である
ほど――、国家と大企業が支配的な役割を演じる、
問屋制から工場制に一挙に移行する、工業化に先
立って学校教育制度が発展する、近代科学技術へ
の飛躍的発展が生じる、合理化された官僚組織・
人事制度が出現する、工業化の初期から独占的大
企業の長期的経営が登場する。「進んだ」労務管理、
労使関係政策が導入される、大企業と中小企業
からなる二重構造によって大企業で企業内労使関
係が発達する」、というものだ（稲上 2004：168-
172）。
　「進んだ」労務管理、労使関係政策は「長期雇
用を前提とした積極的人材育成」方針をベースに
したものであり、それは企業内コミュニティを強
固なものにし、成員から強い勤労意欲を導き出す
ことと整合的であると考えられる。
　間（1974）も日英比較研究を行っている。間
によると、イギリスは「近代社会（市民的個人主
義・民主主義）」であったがゆえに、労使間の利
害は分離し、企業の機能は限定的で（アソシエー
ション性が強い）、成員の流動性は高いというも
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のであった。そしてそのことが経済の停滞に影響
したとする。こうしたイギリスの特質は、労働者
の自助的個人主義や機能限定的な関わり方と相関
している。それは、自分の仕事生活は自分で維持
し、不満を持つ会社に留まるべきでなく満足のい
く会社に移るべきという態度を醸成し、そのこと
が結果として仕事の満足度や雇用主への評価を高
めている側面があるとされる（間 1974：206）。
　ところが、日本は「近代社会」でなかったゆえ
に、労使間の利害は共有され、従業員構成は同質
的で仲間意識が強く、職務遂行上の互助と企業の
機能拡散性が発達し、そのことが経済成長にも寄
与した。だが、自助的個人主義や機能限定的関わ
り方は育まれなかった。むしろ協調的な労使関係
の下で成員の組織へのコミットメントを引き出す
方向に作用することとなった。いくつかの調査の
示す「日本の労働者の組織へのコミットメントは
高いが、満足度はさほど高くない、むしろ低い」
という結果はこのことと整合的であるといえるだ
ろう。
　ところで既に、「人事管理による勤労意欲引き
出し仮説」といったが、この仮説のもとになった
研究は、Cole（1979）といってよい。Cole によ
ると、日本人は他国と比べて仕事での自己実現へ
の要求が強いが、労働者の満足度は低い。また
日米の労働者の勤勉さについて大きな違いはな
い 2）。会社へのアイデンティティはアメリカより
も日本が高い。多くの日本人は休暇を取得しな
い――、などが調査結果から指摘されている。日
本の労働者の日本企業との関係を要約すると、従
表 1　労働関係の国際比較の研究主な知見一覧
論者・著作 調査対象・時期 主な事実発見
ドーア
（1973=1993）   
日本：日立製作所（85000 人）。古里工場、多賀
工場。従業員約 600 人との面接調査。
イギリス：ブラッドフォード工場、リバプール
工場。従業員約 600 人との面接調査。調査時期：
1969 年 8 月～ 12 月。
日本：低移動率、人ベース賃金。会社内訓練と福利厚生、内部昇進、企業別労組、
労働者参加と強い企業意識などからなる組織志向型。
イギリス：高移動率、同一労働同一賃金原則、個人、公共主導訓練、外部参入が容易、
産業別労組、企業意識よりも職業アイデンティティが高い市場志向型。後発効果論
と市場志向の組織志向への世界的収斂。
間（1974）
日本：八幡製鉄所、日立製作所。従業員票 575 票。
イギリス：ユナイテッド・スティール社、イン
グリッシュ・エレクトニック社。従業員票557票。
調査時期：1967 年～ 69 年。
「近代社会（市民的個人主義・民主主義）」であったがゆえに、経済停滞したイギリスと、
「近代社会」でなかったゆえに高度成長した日本。日本での労使間の利害の共有とイ
ギリスでの分離；日本の従業員構成の同質性とイギリスの異質性；日本（イギリス）
の労使間の生活構造の相同（相違）、仲間意識（他人意識）、未来志向（現在志向）；
日本（イギリス）の経営組織の中央主権（地方分権）、職務遂行上の互助（自助）、
企業の機能拡散性（限定性）；日本（イギリス）企業構成員の固定性（流動性）など。
Cole（1979）
日本：横浜の男性労働者 583 人にインタビュー
調査。調査時期：1971 年。
アメリカ：デトロイトの男性労働者 638 人にイ
ンタビュー調査。調査時期：1970 年。
日本人は他国と比べて仕事での自己実現への要求が強いが、労働の満足語は低い。
日米の労働者の勤勉さについて大きな違いはない。会社へのアイデンティティはア
メリカよりも日本が高い。多くの日本人は休暇を取得しない。日本の労働者の日本
企業との関係を要約すると、従業員がマネジメントと「運命共同体」としての会社
への強い参加意識を共有している。その背景には職務改善を行動へと転換する「転
換率」という点で、日本には相対的に他国よりも高い「転換率」を生むような強い
制度的配置がある（QC サークルなど）。
Takezawa and 
Whitehill（1981）
日本：鉄鋼産業、電機産業、ガラス製造業、繊
維産業で影響力ある大企業の労働組合員 755 人
から回収。
アメリカ：日本と同様で産業及び企業勤務組合
員 500 人から回収。調査時期は 1976 年。
日本の労働者の会社観は「私生活と同等ないしそれ以上のものと考える」が 64% と
多いが、アメリカは 20％と少ない一方で、「単なる労働の場所であり、自分の私生活
とはまったく分離したものだ」はアメリカ人（37%）が日本人（12%）よりも多いなど、
アメリカ人は会社に対して「契約関係」を結んだ組織として関わっているが、日本
は会社に全面的にコミットしている。
稲上・生産性本部
（1985）
（企業調査）日本：1984 年 5 月。製造業 1000 人
以上 1000 社。回収 134 票。アメリカ：1984 年
5 月～ 6 月。製造業 1000 社。回収 94 票
（従業員調査）日本：1984 年 3 月～ 6 月。大手
鉄鋼、電機、自動車メーカー 6 社。回収 2147 票。
アメリカ：1984 年 3 月～ 5 月。大手電機・自動車・
中堅機械メーカー 7 社。回収 1669 票。イギリス：
1984 年 4 月～ 5 月。大手機械、中堅電機機械メー
カー 4 社。回収 456 票。西ドイツ：1984 年 5 月
～ 6 月。中堅電機・自動車部品・機械メーカー
5 社。回収 672 票。
・従業員の勤労意欲を引き出すという点で、日本企業の経営努力が目立つ。その努力
は雇用安定を中核とする利害共有、情報共有、従業員の参加と職業能力開発、協調
的労使関係に示されている。
・日本の労働者の勤労意欲は他国と比べて勝っているとはいえない。しかし企業は従
業員の知識・技能を高め、創意工夫を引き出す努力を行っている。
・4 ヶ国の男子労働者の間では、日本は「人並み程度に働きたい」という横並び意識
が特に強い。
・日本の労働者がよく働いているのは、労働倫理が特に高いわけでもなく、仕事に満
足しているからでもなく、労働者を集団として管理しながら、生産に動員する経営
技術が優れているからである。
Lincoln and 
Kalleberg（1990）
日米ともに電機、化学、金属、機械、運輸、印刷業。
中堅・大手企業。管理職、監督職、労働者あわ
せて、日本 3735 票、アメリカ 4567 票。日本は
厚木地域、アメリカはインディアナポリス地域。
調査時期は、1981 年～ 1983 年。
組織構造、雇用構造のコミットメントへの影響はドーアらのコーポラティスト論者
と整合的（つまり日本ではアメリカよりも高い階層性、弱い職能分化、強い公的な
集権化と実質的分権化＝下位レベルでの意思決定への参加がみられた）。日本でもア
メリカでも、「日本的スタイル」の意思決定（QC サークル、稟議制、フォーマルに
は集権化だが実質的には分権化）と福祉サービスの提供はコミットメントを高める。
満足度も少し高める。
資料出所：筆者作成
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業員がマネジメントと「運命共同体」としての会
社への強い参加意識を共有している。その背景に
は勤労意欲を職務改善等の行動へと転換する「転
換率」という点で、日本には相対的に他国より
も高い「転換率」を生むような強い制度的配置が
ある（QC サークルなど）とされる（Cole1979：
235）。これはいわば日米の労働者の勤労意欲は
同一だが、制度的配置などのシステムが異なって
いる点に勤労意欲の差異を見出そうとする意味で
「勤労意欲・システム相違」仮説とも呼べるものだ。
　Lincoln and Kalleberg（1990）も日米の工場
を対象にした調査結果から「人事管理による勤労
意欲引き出し」仮説を導き出している。組織構造、
雇用構造のコミットメントへの影響はドーアらの
コーポラティスト論者と整合的である。つまり日
本ではアメリカよりも高い階層性、弱い職能分化、
強い公的な集権化と実質的分権化＝下位レベルで
の意思決定への参加がみられた。日本では「日本
的スタイル」の意思決定、つまり QC サークルや
稟議制、フォーマルには集権化だが実質的には分
権化といった権限構造、さらには福祉サービスの
提供は従業員のコミットメントを高める。だが満
足度は必ずしも高いものではない。むしろ日本は
アメリカの労働者と比べて満足度は低い（Lincoln 
and Kalleberg 1990：60-71）3）。
　そうした結果から、日本の労働者の勤労意欲の
強さの背景には人事管理のしくみがあることが
明らかにされたが、それはどのような形で表出
しているのか。その点について参考になるのが、
Takazawa and Whitehill（1981）である。この
調査研究は 1960年―1976年にわたって実施され
た時系列調査である。その後 1985年にも実施さ
れている（Takezawa and Whitehill 1995）。こ
の国際比較研究を貫く根本テーマに「組織と成
員の相互包摂（mutual　involvement）」がある
が、日本の労働者はアメリカに比べて組織目標に
強く一体化しており、アメリカとの間に顕著な
相違があるとされた。（Takazawa ＝ Whitehill 
1981:5-6）。かかる傾向はその後 15年後に実施さ
れた 1976年調査でも残存していた。すなわち日
本の労働者の会社観は「私生活と同等ないしそれ
以上のものと考える」が 64％と多いが、アメリ
カは 20％と少ない。一方で、「単なる労働の場所
であり、自分の私生活とはまったく分離したもの
だ」はアメリカ人（37％）が日本人（12％）よ
りも多いなど、アメリカの労使関係は概して契約
的であり、労働者は組織目標にあまり一体化しよ
うとしない、というものであった 4）。
　これまでみてきたように海外研究者（もしくは
日本の研究者と海外研究者との協同）国際研究が
多いが、日本の研究者による国際比較研究として
稲上編（1985）がある。稲上編（1985）によれ
ば、「強い労働倫理は、それ自体で確立されるの
ではなく、企業レベルの組織・人事管理のあり方
に媒介されることによって、はじめて発揮されて
いくものである」。すなわち日本の労使は、アメ
リカと比べて「従業員の利益と会社の発展は結び
つく」という協調的労使関係意識を持ち、「企業
の発展に向けて企業が経営理念や企業文化を従業
員に浸透、共有」させている。実際、従業員調査
からみた日本の労働者の特徴として、「日本の労
働者がよく働いているのは、労働倫理が特に高い
わけでも、仕事に満足しているからでもなく、労
働者を集団として管理しながら、生産に動員する
経営技術が優れているため」だとされる（稲上編
1985：169）5）。
2.2　検討すべき仮説
　以上の先行研究から本稿で検討すべき仮説は、
以下の 2つである。
　第 1は、日本企業と労働者のコミュニティ性は
イギリスに比べて強いか（逆にイギリスはアソシ
エーション性が強いか）（ドーア 1973=1993；間
1974）とでもいえる。すなわち、日本はイギリ
スに比べてコミュニティ性が高い。より具体的に
は、それを支える人事管理方針として日本は新卒
採用を重視し、一定数採用し、長期的視点、会社
主導型異動で人材育成を行う。そしてこの会社主
導型異動型人事管理と組織との関係認識は相関し
ており、従業員からみた会社と従業員との関係は
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表 2　人事管理の方針に関する日英比較
　　　（単位：％）
新卒採用に注力 中途採用に注力
日本 英国 日本 英国
大企業 52.9 52.2 45.3 47.8
中小企業 30.2 36.5 68.7 63.5
毎年一定数採用 欠員出れば採用
日本 英国 日本 英国
大企業 53.5 30.6 43.9 69.4
中小企業 25.4 15.7 75 83.2
潜在能力重視採用 即戦力重視採用
日本 英国 日本 英国
大企業 48.4 37.5 48.4 62.6
中小企業 35.2 25.4 63.4 74.6
長期的教育訓練投資 短期的教育訓練投資
日本 英国 日本 英国
大企業 53.5 49.4 44 50.6
中小企業 45.4 40.8 53.7 59.2
会社主導型異動 個人主導型異動
日本 英国 日本 英国
大企業 72.6 54.1 25.5 45.9
中小企業 70.8 41.9 27.9 58.1
資料： 英国は 2018英国調査、日本は労働政策研究・研
修機構（2017）による。以下表 3～表 12も同じ。
限定的関係以上のものとなる。さらに職場の雰囲
気も＜助け合う職場の雰囲気＞となり、これらが
相まって企業コミュニティ性が強固になる。こう
した傾向は、イギリスにはどの程度みられるのか、
あるには逆に間（1974）のいう労働者のアソシ
エーション性がどの程度みられるのか――、これ
らを検証する試みである。
　第 2は、日本の労働者の勤労意欲の高さはそれ
自体で存在するのではなく、雇用システムによっ
て引き出されているのかどうかの検証である。先
行研究のなかに捉え返せば Cole（1979）のいう「労
働意欲同一・システム相違仮説」や Lincoln and 
Kalleberg（1990）のいう意思決定構造や福祉企
業施策によるコミットメントの引き出し仮説に示
されている「人事管理による勤労意欲の引き出し
仮説」の検証といえるだろう。
　ちなみに、「労働意欲同一・システム相違仮説」
が日本特有の人事管理によって導かれているとい
うことを検証しようとすれば、日本企業も欧米企
業も複数取り上げ、この仮説が日本にはみられて
欧米企業にはみられないことを検証する必要があ
る。本稿での関心に即していうと、日本だけでな
く、イギリスでも「システム相違」仮説、換言す
れば「人事管理方針により労働意欲は異なる」が
当てはまるのかどうか、を検証する必要がある。
3	 人事管理の方針・個人と組織の関係
認識・職場の雰囲気についての日英
比較
　3では、1で記した調査データを分析しながら、
従業員の勤務先企業の人事管理の方針、従業員が
組織との関係をどう認識しているか、職場の雰囲
気をどうみているか、従業員本人の満足度はどの
ようなものか、などについて比較考察を行う。こ
うしたことについてとくに日本では、大企業と
中小企業といった企業規模による差異が小さくな
いことが知られているので、大企業（従業員規模
300人以上）と中小企業（従業員規模 300人未満）
に分けてデータを分析した。
3.1　人事管理の方針
　従業員の勤務先企業の人事管理の方針につい
て、日英両国につき、企業規模別に分けて分析結
果を掲載したものが表 2である。日英間の差異に
注目しながら、イギリスの特徴について以下のこ
とが指摘できる。
　第 1に、採用方針についてみると、大企業の場
合、勤務先企業が新卒採用に注力しているとみる
従業員割合は、日英間で大差がなく、中小企業の
場合にはイギリスのほうが日本よりもやや多い。
　第 2に、しかしながらそれ以外の人事管理方針
についてみると、日本が大企業、中小企業とも「毎
年一定数採用」「潜在能力重視採用」「長期的教育
訓練投資」「会社主導型異動」を行う割合が多い
のに対して、イギリスでは大企業、中小企業とも
「欠員補充型採用」「即戦力重視採用」「短期的教
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育訓練投資」「個人主導型異動」を行う割合が多い。
　この結果は、日本の場合はいわゆる日本型雇用
システムやドーアのいう「組織志向型」雇用慣行
と整合する部分が多く、イギリスはドーアのいう
「市場志向型」雇用システムと整合する部分が多
いことを示しているといえる。
3.2　従業員からみた組織との関係認識
　つぎに従業員が組織との関係をどう認識してい
るか、組織との関係認識についてみたものが表 3
である。いずれの項目も従業員が会社との関係を
どう認識しているかをみるためのものであり、こ
れまでの国際比較研究から提起された概念でいう
企業コミュニティ性やアソシエーション性に対応
している。従業員が勤務先との関係を「単に雇わ
れているだけの関係である」と認識し、「賃金を
得るためだけにこの会社で働いている」と認識し
ているとコミュニティ性は低くなる。表 3から以
下の点が指摘できる。
　第 1に、「単に雇われているだけの関係である」
や「賃金を得るためだけにこの会社で働いている」
といった指標をみると、「単に雇われているだけ
の関係である」の回答割合は、イギリスは大企業
6割、中小企業でも 5割強であり、2割台の日本
と比べてかなり多い。同様の傾向は、「賃金を得
るためだけにこの会社で働いている」の回答割合
にもみられる。イギリスでは大企業で約 5割、中
小企業でも 4割強であるが、日本は大企業、中小
企業とも 2割台である。
　これらのことは、イギリスの従業員は組織との
関係を割り切ったドライなものとして認識する傾
向が強いことを示しており、その意味で先行研究
にあった「イギリスはアソシエーション性が強い」
（間 1974）の知見とも整合している。
　第 2に、しかしながら、「会社は、腕を磨き自
分を鍛える場である」「会社の発展のために自身
の最善を尽くしたい」「この会社に愛着を感じて
いる」といった項目についてみると、イギリス
と比べて日本の従業員の認識は高いとはいえない
（「愛着を感じている」については、むしろ低い）。
つまり必ずしも先行研究が示した「日本は企業コ
ミュニティ性が高く、イギリスは低い」という仮
説が当てはまるとはいえないことがわかる。
　こうした結果は、先行研究が示した「日本は企
業コミュニティ性が高く、イギリスは低い」とい
う仮説が妥当する面とそうでない面があることを
示唆する。
3.3　職場の雰囲気
　企業がどの程度コミュニティ性を有しているか
は、職場の雰囲気ともかかわっている。ここでは
「雰囲気」なる漠然とした概念を、「部下や後輩を
育てようという雰囲気」「一人一人の能力を引き
出そうとする雰囲気」「職場全体の業績を伸ばそ
うとする雰囲気」「緊張感のない弛んだ雰囲気」「仕
事上で助け合う雰囲気」といった設問で捉えよう
表 3　従業員からみた組織との関係認識について	
　　　の日英比較（単位：％）
単に雇われているだけの関係である
日本 英国
大企業 21.9 60
中小企業 28.3 50.9
会社は、腕を磨き、自分を鍛える場である
日本 英国
大企業 62.5 61.8
中小企業 66 56.2
会社の発展のために自身の最善を尽くしたい
日本 英国
大企業 66.3 66.6
中小企業 67.3 73.3
この会社に愛着を感じている
日本 英国
大企業 54.1 60.8
中小企業 50.8 64.8
賃金を得るためだけにこの会社で働いている
日本 英国
大企業 21.7 50.6
中小企業 22.2 46.4
資料： 英国は 2018英国調査、日本は労働政策研究・研
修機構（2017）による。
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とした。従業員の職場に「部下や後輩を育てよう
という雰囲気」「一人一人の能力を引き出そうと
する雰囲気」「職場全体の業績を伸ばそうとする
雰囲気」「仕事上で助け合う雰囲気」があるほど、
企業コミュニティ性が高くなるとみてよいだろ
う。
　表 4は、職場の雰囲気についての調査結果であ
る。ここから以下が指摘できる。
　第 1に、「部下や後輩を育てようという雰囲気」
や「職場全体の業績を伸ばそうとする雰囲気」に
ついては、日英間で大きな差異はなく、むしろ類
似しているといえる。
　第 2に、「一人一人の能力を引き出そうとする
雰囲気」「仕事上で助け合う雰囲気」などは大企業、
中小企業とも日本よりもイギリスの従業員が多く
指摘している。
　第 3に、企業規模を問わず、日本がイギリスよ
りも多いのは「緊張感のない弛んだ雰囲気」であ
る。
　以上の比較結果は、これまで先行研究でしばし
ば指摘されてきた企業コミュニティ性は日本の方
が強い、という仮説と合致するもの（「部下や後
輩を育てようという雰囲気」や「職場全体の業績
を伸ばそうとする雰囲気」は日英間で大差ない）
もあるが、しかし合致しないもの（「一人一人の
能力を引き出そうとする雰囲気」「仕事上で助け
合う雰囲気」はイギリスの方が多く、コミュニティ
性があるので）もあることを示している。 
3.4　従業員の満足度
　最後に従業員の満足度をみたものが表 5であ
る。この比較結果からいえることはある意味でシ
ンプルなものである。それはすなわち、「収入」「労
働時間」「仕事内容」「職場の人間関係」「総合的
表4　職場の雰囲気についての日英比較（単位：％）
部下や後輩を育てようという雰囲気
日本 英国
大企業 51.6 56.1
中小企業 54.1 46.9
一人一人の能力を引き出そうとする雰囲気
日本 英国
大企業 56.7 62.2
中小企業 52.7 57
職場全体の業績を伸ばそうとする雰囲気
日本 英国
大企業 68.2 67.6
中小企業 65.7 66.8
緊張感のない弛んだ雰囲気
日本 英国
大企業 39.5 21.7
中小企業 38.2 26.5
仕事上で助け合う雰囲気
日本 英国
大企業 54.2 65.5
中小企業 56.6 64.1
資料： 英国は 2018英国調査、日本は労働政策研究・研
修機構（2017）による。
表 5　満足度の日英比較（単位：％）
満足度（収入）
日本 英国
大企業 37.6 66.1
中小企業 37 62
満足度（労働時間）
日本 英国
大企業 56.8 70.2
中小企業 52.9 74.4
満足度（仕事内容）
日本 英国
大企業 56.7 66.2
中小企業 52.7 68.2
満足度（職場の人間関係）
日本 英国
大企業 52.2 64.7
中小企業 52.4 61.8
満足度（総合的）
日本 英国
大企業 53.5 67.7
中小企業 54.3 66.1
資料： 英国は 2018英国調査、日本は労働政策研究・研
修機構（2017）による。
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満足度」といった指標のすべてにおいて、大企業、
中小企業とも日本の従業員の満足度はイギリスよ
りも（かなり）低いということである。総合満足
度でみると、日本はイギリスよりも 12％程度低
く、賃金にいたっては大企業では 30％近く、中
小企業でも 25％程度低い。総じて日本の労働者
の満足度はイギリスと比べてかなり低いといえる
だろう。企業コミュニティ性が高い日本の労働者
は労働条件についても満足しているに違いない、
と思いがちであるが、しかしその意味では、Cole
や Lincoln らの先行研究と整合性のある結果とい
える。
3.5　小括
　以上の日英比較考察結果を簡潔にまとめよう。
　第 1に、人事管理の方針について大企業を比較
すると新卒採用注力は日本の方がやや高いが、欠
員補充、即戦力重視、短期的教育訓練投資、個人
主導型の人事管理方針はイギリスの方が高い。
　第 2に、従業員からみた組織との関係認識とい
う点では、「単に雇われているだけの関係である」
「賃金を得るためだけにこの会社で働いている」
認識――間（1974）のいう「アソシエーション性」
や「組織への機能限定的関わり方」に合致――は
イギリスの方が高いが、その一方で「この会社に
愛着を感じている」「会社の発展のために自身の
最善を尽くしたい」もイギリスの方が高い。
　第 3に、職場の雰囲気については、「一人一人
の能力を引き出そうとする雰囲気」や「仕事上で
助け合う雰囲気」などはイギリスの方が高い。
　第 4に、従業員満足度については、総じてイギ
リスの方が、満足度が高い。
　これらの結果は、先行研究が示してきた「日
本は企業コミュニティ性が高く、イギリスは低
い」という仮説に合致している面と合致していな
い面とがあることを示している。もう一つ見落と
せないのは、組織との関係認識の結果である。と
くに「会社の発展のために自身の最善を尽くした
い」を組織コミットメントの指標とみなすならば、
英国と比べて日本はそれほど高くないという結果
は、Cole（1979）、Lincoln and Kalleberg（1990）
らの知見とも整合しているといってよいだろう。
4	 「人事管理による勤労意欲の引き出
し」仮説はイギリスでも当てはまる
か？
4.1　分析の目的
　1でも述べたように、2の結果と関連して検
討すべきなのは、Cole（1979）や Lincoln and 
Kalleberg（1990）によって提起されている「人
事管理による勤労意欲の引き出し」仮説である。
　以下では、佐藤（2017b）の枠組みを踏襲しな
がら、＜新卒重視・長期的育成型と中途重視・短
期的育成型＞を軸にした勤務先類型を構成し、こ
れまで 3.2、3.3、3.4でみてきた分析結果がこれら
の類型間で差異があるのかという点から日英の比
較考察を試みる。佐藤（2017b）では、日本の中
小企業労働者の企業コミュニティ性の高さが、企
業類型によって異なり、総じて新卒重視・長期的
育成型が最も企業コミュニティ性が高く、中間型
がそれに次ぎ、中途重視・短期的育成型が最も企
業コミュニティ性が低いことが明らかにされてい
る。こうした勤務先企業の人事管理の方針による
従業員の労働意識やコミュニティ性の違いは先行
研究の「人事管理による勤労意欲の引き出し」仮
説とも整合している。
　翻ってそうした傾向が、イギリスでもみられる
のかどうか、について注目する必要があるだろう。
もしイギリスでもそうした傾向がみられるとする
と、労働者の意識は企業を超えて共通なのではな
く、勤務する企業の労務管理の仕方から影響を受
けていることになり、それは日本の労働者に固有
のものではないことになる。
4.2	 人事管理方針の三類型についての日本
とイギリスの調査データ
　以下の分析に入る前に、三つの類型についての
調査データの性質を確認しておこう。
　「新卒注力・長期的育成型」とは、勤務先企業
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の人事管理方針が、「新卒採用を重視し、人材育
成は長期的視点で行う」と回答した従業員を指す。
　「中間型」とは、勤務先企業の人事管理方針が、
「新卒採用を重視し、人材育成は短期的視点で行
う」もしくは「中途採用を重視し、人材育成は長
期的視点で行う」と回答した従業員を指す。
　「中途注力・短期的育成型」とは、勤務先企業
の人事管理方針が、「中途採用を重視し、人材育
成は短期的視点で行う」と回答した従業員を指す。
　イギリスのデータに比べて、日本のデータには、
中小企業と男性が多く含まれている点に注意する
必要がある（表 6）。また職種構成では、イギリ
スはホワイトカラーが 100％であるが、日本は各
類型とも 7割程度である。こうしたことから、以
下の考察では、サンプル全体の集計に加えて中小
企業に勤務する従業員のデータを取り出して掲載
するが、あくまで日英間の違いよりも、日英それ
ぞれの従業員サンプルにおける類型間の差異に注
目するのが望ましいと思われる。
4.3	 能力を高める取り組みに関する人事管
理方針間の比較
　企業のコミュニティ性は、勤務先企業での人材
育成の取り組みにも影響を及ぼしていると考えら
れる。それはまた人事管理の方針が新卒採用を重
視し長期的視点で育成を行う方針の勤務先かそう
でないかによっても相違があるに違いない。表 7
は表 6でみた三つの類型別に勤務先企業での人材
育成の取り組みについて分析した結果である。参
考までに中小企業の勤務者のデータも括弧内に掲
載した。これによると、勤務先の規模を問わず、
また日本だけでなく、イギリスにも類型間に差の
あることがわかる。すなわち、「OJT を通じた技
能の習得」「Off-JT を通じた技能の習得」「自己
啓発を通じた技能の習得」のいずれも新卒注力・
長期的育成型が最も割合が多く、中間型がこれに
表 6	 人事管理方針に注目して構成された三つの類型（単位：％）
大企業割合 男性割合
英国
新卒注力・長期的育成（257 人） 73.7 49.2
中間型（386 人） 64.5 49.5
中途注力・短期的育成（332 人） 54.8 41.6
日本
新卒注力・長期的育成（337 人） 19.5 98.2
中間型（720 人） 7.4 94
中途注力・短期的育成（717 人） 7.3 94
資料： 英国は 2018英国調査、日本は労働政策研究・研修機構（2017）による。
表 7　能力を高める取り組みに関する人事管理方針の類型間の比較（単位：％）
勤務先での人材育成の取り組み
OJT を通じた技能
の習得
Off-JT を通じた技能
の習得
自己啓発を通じた技
能の習得
英国
新卒注力・長期的育成　257 人（68 人） 79.1（67.8） 60.7（61.2） 56.4（52.2）
中間型　386 人（137 人） 64.0（61.3） 44.0（40.7） 38.1（36.6）
中途注力・短期的育成　332 人（156 人） 44.4（47.3） 25.0（23.3） 21.1（22.0）
日本
新卒注力・長期的育成　337 人（240 人） 52.8（52.1） 36.2（34.6） 24.3（21.3）
中間型　720 人（600 人） 48.8（48.8） 32.0（32.2） 27.0（27.2）
中途注力・短期的育成　717 人（580 人） 35.2（34.3） 21.1（19.8） 24.3（24.0）
資料： 英国は 2018英国調査、日本は労働政策研究・研修機構（2017）による。
注 1：数値は「積極的に行っている」と「やや積極的に行っている」の合計（％）。
注 2：括弧内数値は中小企業（従業員 300人未満）に勤務する従業員の数値。
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次ぎ、中途注力・短期的育成型が最も少なくなっ
ている。しかもこうした類型間での割合の違いは、
例えば OJT を通じた技能の習得割合の類型間の
差異は新卒注力・長期的育成型では 79.1％で中途
注力・短期的育成型では 44.4％となっており、そ
の差は、イギリスでは 34.7だが、日本は 52.8マ
イナス 35,2で 17.6となり、イギリスの方が大きい。
　こうしたことから、日本同様、イギリスでも人
事管理の方針によって人材育成への取り組みは異
なり、新卒採用重視で人材育成を長期的視点で行
う企業が最も人材育成への取り組みに積極的で、
以下、中間型をこれに次ぎ、中途採用重視で人材
育成を短期的視点で行う企業が消極的であるとい
える。
4.4	 従業員からみた組織との関係認識に関
する類型間の比較
　従業員からみた組織との関係認識については類
型間でどのような違いがあるのだろうか。表 8は
その結果をみたものだが、ここから以下が指摘で
きる。
　第 1に、イギリスの従業員の場合、類型間の差
異は項目によって違いがある。すなわち、「単に
雇われているだけの関係」「賃金を得るためだけ
に働いている」は類型間で差がないが、「会社は
腕を磨き、自分を鍛える場」「会社の発展のため
に全力を尽くしたい」「この会社に愛着を感じる」
については類型間で差がある。この点について中
小企業勤務者の結果も同様の傾向を示している。
これは「単に雇われているだけの関係」「賃金を
得るためだけに働いている」といった関係認識を
間（1974）のいう「限定的関わり」やアソシエー
ション性を示すものとみなすなら、会社の人事管
理方針によって転換することが難しいことを示唆
している。
　第 2に、日本の場合はどの関係認識の項目につ
いても差異がある。中小企業勤務者も同様である。
換言すれば、日本の場合、「会社は腕を磨き、自
分を鍛える場」「会社の発展のために全力を尽く
したい」「この会社に愛着を感じている」だけで
なく、「単に雇われているだけの関係である」「賃
金を得るためだけに働いている」といったイギリ
スの場合には違いのなかったアソシエーション性
を示す関係認識においても、人事管理方針によっ
て差異がある。「単に雇われているだけの関係」
といったドライで割り切った関係認識も、人事管
理方針によって可変的なことを示唆しているのか
もしれない。
表 8　従業員からみた組織との関係認識に関する類型間の比較（単位：％）
単に雇われてい
るだけの関係で
ある
会社は、腕を磨
き、自分を鍛え
る場である
会社の発展のた
めに自身の最善
を尽くしたい
この会社に愛着
を感じている
賃金を得るため
だけにこの会社
で働いている
英
国
新卒注力・長期的育成　
257 人（68 人） 53.5（43.3） 72.3（65.7） 77.0（76.1） 71.8（73.2） 46.5（46.3）
中間型　386 人（137 人） 58.4（54.7） 62.0（61.7） 68.8（71.5） 64.5（67.9） 50.7（47.8）
中途注力・短期的育成　
332 人（150 人） 58.9（50.0） 47.4（48.0） 62.9（60.2） 51.9（58.0） 48.9（44.6）
日
本
新卒注力・長期的育成　
337 人（240 人） 19.6（19.6） 71.2（71.7） 74.7（75.1） 58.7（58.3） 17.8（17.9）
中間型　720 人（600 人） 24.6（26.0） 68.2（68.6） 71.8（71.1） 56.9（56.4） 18.8（19.2）
中途注力・短期的育成　
717 人（580 人） 34.1（28.1） 55.6（57.6） 59.7（67.8） 42.4（42.9） 26.4（26.6）
資料： 英国は 2018英国調査、日本は労働政策研究・研修機構（2017）による。
注 1：数値は「そう思う」と「ややそう思う」の合計（％）。
注 2：括弧内数値は中小企業（従業員 300人未満）に勤務する従業員の数値。
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4.5　職場の雰囲気についての類型間の比較
　表 9は、職場の雰囲気についての人事管理方針
間の比較についてみたものである。以下が指摘で
きる。
　第 1に、日英の従業員ともに、人事管理方針に
よって雰囲気が異なり、「部下や後輩を育成しよ
うとする雰囲気」、「一人一人の能力を引き出そう
という雰囲気」、「職場全体の業績を伸ばそうとす
る雰囲気」、「仕事上で助け合う雰囲気」は、新卒
注力・長期的育成方針が最も「ある」と回答した
割合が多く、中間型がこれに次ぎ、中途注力・短
期的育成方針が最も少ない。中小企業勤務者の
データもほぼ同様の傾向を示している。
　第 2に、日本では「緊張感のない弛んだ雰囲気」
だけが、この逆の傾向になっており、新卒採用・
長期的育成が最も少なく、中途注力・短期的育成
が最も多い。
　以上のことは、職場の雰囲気が、日本だけでな
くイギリスでも人事管理方針によって差異がある
こと、さらにいえば、人事管理方針によって可変
的なことを示唆している。
4.6　満足度についての人事管理方針間の比較
　表 10は、満足度についての人事管理方針間の
比較である。ここから以下が指摘できる。
　第 1に、日本の場合、収入、労働時間、仕事内容、
職場の人間関係、総合満足度において、新卒注力・
長期的育成が最も満足度が高く、中間型がこれに
つぎ、中途注力・短期的育成が最も低い。さらに
中小企業勤務者のデータもほぼ同様の傾向を示し
ている。
　第 2に、こうした傾向は、日本に限らず、（職
場の人間関係の満足度についての中小企業勤務者
のデータを除くと）イギリスにおいても共通にみ
られ、イギリスにおいても人事管理方針の違いが
満足度に影響を及ぼしていることを示唆している
が、この点は後に 5で再度検討する。
　第 3に、総合満足度の類型間の差異に注目する
と、日本の場合、新卒注力・長期育成タイプの
総合満足度は 64.4％（中小企業勤務者の場合は
63.8%）、中途注力・短期的育成型で 44.1％（中
小企業勤務者は 45.5%）であり、その差は 20.3％
（中小企業勤務者は 18.3%）と大きいが、イギリ
スの場合、新卒注力・長期的育成型の総合満足
度は 73.3％（中小企業勤務者は 70.6%）、中途注
表 9　職場の雰囲気についての類型間の比較（単位：％）
職場の雰囲気
部下や後輩を育
てようという雰
囲気
一人一人の能力
を引き出そうと
する雰囲気
職場全体の業績
を伸ばそうとす
る雰囲気
緊張感のない弛
んだ雰囲気
仕事上で助け合
う雰囲気
英
国
新卒注力・長期的育成　
258 人（67 人） 68.6（62.7） 75.6（67.6） 75.3（75.0） 35.3（35.3） 70.3（77.2）
中間型　384 人（136 人） 54.6（51.4） 62.7（62.9） 69.1（67.9） 29.9（26.5） 67.1（65.7）
中途注力・短期的育成　
331 人（150 人） 38.2（36.7） 45.6（47.4） 58.7（62.0） 23.8（23.0） 58.5（62.1）
日
本
新卒注力・長期的育成　
337 人（240 人） 72.0（73.3） 67.6（65.8） 78.4（75.9） 36.2（35.8） 67.3（69.6）
中間型　720 人（600 人） 61.2（60.9） 57.5（56.8） 71.1（70.3） 36.8（37.2） 61.1（60.0）
中途注力・短期的育成　
717 人（580 人） 39.7（40.5） 42.7（44.2） 57.6（57.8） 41.3（41.2） 48.1（48.8）
資料： 英国は 2018英国調査、日本は労働政策研究・研修機構（2017）による。
注 1：数値は「ある」と「ややある」の合計（％）。
注 2：括弧内数値は中小企業（従業員 300人未満）に勤務する従業員の数値。
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力・短期的育成重視型の総合満足度は 58.9％（中
小企業勤務者は 63.1%）となっており、その差は
14.4%（中小企業勤務者は 7.5％）と小さい。そ
の意味で、日本の方が人事管理方針の違いよる満
足度の差が大きいといえるかもしれない。
　第 4に、日英間の比較には制約もあるが、総じ
てイギリスと比べた日本の満足度の低さを指摘す
ることができるだろう。とりわけ日本の賃金の満
足度の低さが目立っている。ちなみにこの点は勤
務先が中小企業であっても当てはまる。
4.7　小括
　以上の分析結果は、勤務先の従業員規模の如何
を問わず、さらに日本だけなく、イギリスにおい
ても人事管理方針によって人材育成の取り組み状
況、組織との関係認識、職場の雰囲気、満足度な
どの労働者意識に差異のあることを示している。
5　考察とまとめ
1　これまでの分析結果を踏まえつつ、本稿で明
示した 2つの仮説、つまり「日本はイギリスに比
べて企業コミュニティ性が高いか」、「勤労意欲の
人事管理による引き出し」仮説はイギリスでもみ
られるか、という文脈でまとめておきたい。その
結果は各節の小括でも述べてきた通りであり、前
者については、「日本は企業コミュニティ性が高
く、イギリスは低い」という仮説に合致している
面と合致していない面とがあることを示された。
また後者については、「人事管理による勤労意欲
の引き出し」仮説は日本だけではなく、イギリス
にもみられることが示された。
　このことは、イギリスにも企業コミュニティ性
が高い企業や労働者が存在すること、また企業の
なかには人事管理方針として新卒採用に注力し長
期的視点で人材育成を行う企業も存在しているこ
とを示している。これまで労働研究分野での日英
比較研究では、ドーアや間のいう「日本は組織志
向の企業コミュニティ性が高いが、イギリスは市
場志向でコミュニティ性が低い（あるいはアソシ
エーション性が高い）」といった仮説が研究者に
受け入れられてきたが、本稿での分析結果は必ず
しもすべてのイギリス企業や労働者に当てはまる
ものではないことを示しているといえよう。
2　このことは、改めてイギリス企業の人事労務
管理とはどのようなものか、さらには採用や教育
訓練はどのように実施しているのか、という関心
を誘発する。
表 10　満足度についての類型間の比較（単位：％）
満足度
（収入）
満足度
（労働時間）
満足度
（仕事内容）
満足度
（職場の人間関係）
満足度
（総合的）
英
国
新卒注力・長期的育成　
257 人（68 人） 70.8（69.1） 76.5（79.4） 75.6（77.9） 71.8（69.1） 73.3（70.6）
中間型　383 人（136 人） 64.2（60.2） 70.1（71.9） 63.7（62.5） 62.4（58.9） 69.6（67.6）
中途注力・短期的育成　
331 人（149 人） 59.8（59.0） 70.8（74.0） 53.6（68.0） 58.5（61.4） 58.9（63.1）
日
本
新卒注力・長期的育成　
337 人（240 人） 42.0（43.3） 55.5（54.2） 59.3（57.1） 60.5（61.3） 64.4（63.8）
中間型　720 人（600 人） 40.0（40.2） 54.4（54.4） 57.1（56.2） 55.1（55.2） 60.3（60.2）
中途注力・短期的育成　
717 人（580 人） 31.9（31.9） 50.6（51.0） 47.5（48.3） 46.4（46.9） 44.1（45.5）
資料： 英国は 2018英国調査、日本は労働政策研究・研修機構（2017）による。
注 1：数値は「満足」と「やや満足」の合計（％）。
注 2：括弧内数値は中小企業（従業員 300人未満）に勤務する従業員の数値。
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　そこでここでは、この点について関わるなんら
かの有意義なエビデンスを提供していると思われ
る先行研究のなかに探ってみたい。佐藤（2017a）
はイギリスの内部労働市場に関する研究サーベイ
を試み、以下を指摘している。
　第 1に、企業コミュニティ性のベースとなるの
が長期勤続者の存在である。イギリスにも長期
勤続者が一定割合存在している。OECD2015の
データによれば、勤続 10年以上者割合は日本で
は多く 46.7％だが、イギリスにも 32％程度存在
している。また McGovern 他（2007）によれば、
1994年から 2004年にかけて勤続 10年以上者が
3割程度安定的に存在している。ちなみに、この
ことは本稿で用いた 2018英国調査データでみた
新卒採用注力・長期的人材育成方針の企業に勤
務する労働者及び長期勤続年数者が一定割合いる
（長期的雇用方針企業勤務者が約 25％、対象者の
平均勤続年数は 9.7年）という結果と整合的であ
る。 
　第 2に、本稿では、企業コミュニティ性を支え
る人事管理方針として新卒採用重視を取り上げ
た。イギリス企業における採用活動について調べ
た八代（2002）によると、急成長中のイギリス
企業では中途採用のみだが、安定した大企業の場
合には、新卒採用と中途採用を組み合わせて採用
活動を行っている。また佐藤（2017a：35-37）では、
最近では大卒者の増加を背景に、在学中のイン
ターンシップや初期キャリア段階での訓練スキー
ム、訓練プログラムを学生に提供している企業も
少なくないことが紹介されている。
　第 3に、本稿で取り上げた今一つの人事管理方
針は、人材の長期的育成方針であった。特定の職
業能力を持たない学生を新卒で採用した以上、入
社後の教育訓練プログラムを用意して人材育成を
はかる必要がある。イギリスであっても人材育成
の必要性はあるのではないか。日英の大企業マ
ネージャーの育成について国際比較した Storey
ほか（1997）によると、訓練を受けた経験者の
割合はイギリスのほうが日本よりも多く、年間の
平均訓練日数もイギリスのほうが日本よりも多い
（Storey ほか 1997：98-103）。そのほかにもイギ
リスでは「職場の教育訓練はこれまであまり重要
視されてこなかったが、90年代に入り多くの調
査で職場での教育訓練の必要性が重視され、多く
の職場でそれが実施されてきた」との報告もある
（長谷川 2000:51-2）。
　第 4に、1980年代以降のイギリス労使関係に
おける能力開発型の人的資源管理という経営主導
のジョブ・レギュレーションへの変容とこれを
容認する労働組合戦略との相乗によるパートナー
シップ関係の進展である（上田 2007）。ここには
労使関係面からみても、能力開発重視の考え方が
みられることが示されている。
　これらは、アンケート調査で勤務先企業が新卒
注力・長期的人材育成であると回答した従業員が
一定割合存在していることと整合的なエビデンス
である。さらにそれは、そうした企業に勤務して
いる従業員による企業との関係性認識や職場の雰
囲気認識とも相関している。
3　今一つ検討すべきことは、企業コミュニティ
性の高低と労働者の満足度との関係についてであ
る。すでに 3.4でみたように日本の労働者の満足
度はイギリスと比べて低い。もちろん満足度は
様々な要因から影響を受けている。またサンプル
属性の違いもあるだろう。しかし先行研究の知見
は総じて日本の労働者の満足度は欧米諸国と比べ
て低いことを指摘している 6）。一般的に日本の労
働者の勤労意欲は高く、企業との一体感や組織コ
ミットメントも高いといわれている日本の労働者
の満足度がなぜ低いのか。限られたサンプルとは
いえ検討してみる必要がある。そこで、本稿の主
題である企業コミュニティ性を示す変数と労働者
の満足度との間の関係に注目してみたい。表 11
は、イギリスと日本の労働者の総合満足度を従属
変数にとり、独立変数として労働者の属性（性別、
年齢、転職回数）、勤務先企業規模、所得の他に、
職場の雰囲気に関する変数（「部下や後輩を育て
ようとする雰囲気」「一人一人の能力を引き出そ
うとする雰囲気」など）と労働者からみた組織と
の関係認識に関する変数（「単に雇われているだ
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けの関係である」「会社は腕を磨き、自分を鍛え
る場である」「この会社に愛着を感じている」「賃
金を得るためだけにこの会社で働いている」な
ど）、そして勤務先人事管理方針関連変数（「新卒
重視か中途重視か」「長期的育成方針か短期的育
成方針か」など）をとったモデルを構成し、回帰
分析を試みた結果である。
　ここでイギリスの結果によると、以下が指摘で
きる。第 1に、総合満足度は、職場の雰囲気とし
て「一人一人の能力を引き出そうとする雰囲気」
「仕事上で助け合う雰囲気」のある職場では高い。
表 11　イギリスの労働者の総合満足度に影響を及ぼす変数――日英比較
英　国 日　本
標準化係数
有意確率
標準化係数
有意確率
ベータ ベータ
性別（男性） .032 .044 **
年齢 -.034 .004
所得（英；年収：日本；月収） -.030 .001
従業員規模 .001 .000
これまでの転職回数 .027 .007
部下や後輩を育てようする雰囲気 -.014 .052
一人一人の能力を引き出そうとする雰囲気 .132 *** .127 ***
職場全体の業績を伸ばそうとする雰囲気 .029 .000
仕事上で助け合う雰囲気 .146 *** .036
単に雇われているだけの関係である -.056 * -.055 **
会社は腕を磨き、自分を鍛える場である .182 *** .032
会社の発展のため自身の最善を尽くしたい .123 *** .060 *
この会社に愛着を感じている .217 *** .281 ***
賃金を得るためだけにこの会社で働いている .006 -.073 **
A 新卒採用注力／／ B 中途採用注力 -.017 -.026
A 毎年一定数を採用／／ B 欠員出れば採用 -.001 .046
A 潜在能力重視／／ B 即戦力重視 .023 -.028
A 長期的に教育投資／／ B 短期的な教育投資 .045 .090 ***
A 異動・配置転換は会社主導／／ B 異動・配置転換は個人主導 -.001 -.049 **
資料： 英国は 2018英国調査、日本は労働政策研究・研修機構（2017）による。
注 1： イギリス：モデルの当てはまりを示す係数は、重相関係数（R=712）, 決定係数（R 乗＝ 0.560）、自由度調整済み
決定係数（0.496）である。なお、F 値 49.629、有意確率は *** １％で有意なので、回帰式は有意。
注 2：日本：モデルの当てはまりを示す係数は、重相関係数（R=0.563）, 決定係数（R2乗＝ 0.317）、自由度調整済み決
定係数（R2乗＝ 0.308）である。なお、F 値 36.306、有意確率は ***1％で有意なので、回帰式は有意。
注 3： *** は 1％水準、** は 5％水準、* は 10％水準を示す。
また組織との関係性認識としては「単に雇われて
いるだけの関係である」と認識している者の満足
度が低い。さらに「会社は腕を磨き、自分を鍛え
る場である」「会社の発展のため自身の最善を尽
くしたい」「会社に愛着を感じている」という認
識の者の総合満足度が高い。第 2に、勤務先の従
業員規模や性別、転職回数などは総合満足度とは
関係がない。第 3に、人事管理の方針関連変数は
影響を及ぼしていない。
　一方、日本の結果でイギリスとの違いとして以
下が指摘できる。性別（男性）が有意であること、
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人事管理の方針変数のうち「長期的育成方針か短
期的育成方針か」（長期的育成方針の満足度が高
い）、「異動・配置が会社主導か個人主導か」（個
人主導型方針の方が高い）が有意である。
　これらの結果は、日英とも企業コミュニティ性
の高さに関連した変数と総合満足度との間に正の
相関があることを示している。その意味でイギリ
スにもコミュニティ性の高い日本と共通した側面
のある職場があることを示唆しているといえるだ
ろう。しかしながら、人事管理方針は日本では影
響を及ぼしていたが、イギリスでは影響がみられ
なかった。人事管理による満足度の引き上げ仮説
は、日本では当てはまるが、イギリスの場合は当
てはまらないといえよう。
4　最後に、総合満足度と職業キャリアとの関係
を検証してみたい。職場に不満のある者が転職す
ることはイギリスで多く、日本では不満を持ちな
がらも現勤務先に留まる者が多いのだろうか。こ
のことを検証するために、日英の労働者などの総
合満足度と今後の職業キャリア志向との関連及び
転職経験者における前職と現職との仕事の関連性
を分析した結果が表 12である。
　表 12の総合満足度と職業キャリア志向との関
係の比較からは、以下が指摘できる。
　第 1に、総合満足度が低い者で「今の会社で頑
張りたい」者の割合を比べると、イギリスが 9.8％、
日本は 44.8％と日本がかなり多い。
　第 2に、総合満足度が低い者で「他によいとこ
ろがあれば移りたい」者の割合を比べると、イギ
リスが 59.1％、日本は 28.7％と、イギリスがかな
り多い。
　これらのことは、不満を持ちながら今の会社で
頑張りたいというものの割合は、日本の方が多く、
不満を持つと転職を考える者はイギリスが多いこ
とを示している。「イギリスの労働者は不満を持
つ会社に留まるべきでないと考える傾向がある」
と説明した間（1974：206）に近い結果といえよう。
　一方、労働市場のしくみを示すデータに目を転
じると、表 12の転職経験者のなかで、直前勤務
先の仕事と現勤務先の仕事の関連性を比較した結
果からは、イギリスの方が日本よりも、仕事の同
一性もしくは類似性が強く、前職での知識・スキ
ルが今の勤務先で活かせている割合が高い。この
ことはイギリスの方が転職労働市場もしくは職業
別労働市場の形成度合いが高いことを示してい
る。
　このような結果の先行研究への含意として何が
指摘できるか。既述のように、間（1974:206）は、
イギリスの労働者には「自分の仕事生活は自分で
維持し、不満を持つ会社に留まるべきでなく満足
のいく会社に移るべきという態度が醸成されてお
り、そのことが結果として仕事の満足度や雇用主
への評価を高めている側面がある」と指摘したが、
これを可能にする条件として間のいう自助的個人
主義のような価値観や労働者の企業への機能限定
的関わり方といった態度があるとしても、それに
加えて、労働市場の成り立ちの違いも指摘できよ
う。すなわち、日本と比べて、イギリスでは、不
表 12　総合満足度、今後の職業キャリア、転職時の仕事・スキルの関連性（単位：％）
今後の職業キャリアについての考え（注） 転職経験者で直前勤務先の仕事と今の仕事の関連
総合満足度が低い者で
「今の会社で頑張りたい」
者の割合
総合満足度が低い者で
「他によいところがあれ
ば移りたい」者の割合 1）
前職と今の仕事とが「同
じ」か「類似」している
人の割合
前職で身に着けたスキル
が今の仕事をする上で役
立っている人の割合
英　国 9.8 59.1 69.6 76.4
日　本 44.8 28.7 56.5 53.5
資料： 英国は 2018英国調査、日本は労働政策研究・研修機構（2017）による。
注： 日本は「他に良いところがあれば移りたい」＝「今の会社で別の仕事に変わりたい」と「別の会社で今の仕事を続
けたい」と「勤務先も仕事も変えたい」の計。
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満を抱いたら他社に転職しやすい環境要因として
の転職労働市場、さらにはそれが仕事やスキルの
連続性を担保する形で下支えしているという意味
での職業別労働市場の形成度合が高いことが指摘
できるだろう。
	 	 注
1） 本稿を含めこれらの研究は、科学研究費助成事
業（基盤 C）「内部労働市場と職業別労働市場
の国際比較研究（課題番号：18K01807）」（代表：
佐藤厚）として実施された。
2） Cole は以下のデータを挙げながら、仕事への
コミットメントと仕事満足度とを同一視すべき
でないことを強調している。すなわち、1973
年に実施した「世界青年意識調査」によると、
英米日間で比較すると「アメリカ人の 82.4％、
イギリス人の 85.6％が仕事に満足していると
回答しているのに対して、日本の若者の職務満
足度は 59.5％と最も低い」。またデトロイトと
横浜の労働者調査によると、「「友人に今の会社
の仕事を勧めるかどうか」を尋ねた結果は、デ
トロイトの 71％が勧めると回答している一方、
横浜では 44％であった」。またもう一度同じ仕
事を選ぶかどうかを尋ねた結果も、「デトロイ
トの 54％が同じ仕事を選ぶのに対して、横浜
は 33％であった」（Cole,1979:233）。
　　　一方、勤勉さのほうはどうか。「使用者や上
司の要求以上にハードに働くことはどれくらい
ありますか」など三つの設問結果をスコア化（三
つの設問につき 0 ～ 3 点を与えたもので最低点
が 0 点、最高点は 9 点）して日米の平均を求め
ると、デトロイトが 5.64、横浜 5.23 と実質的
な差はみられなかった（むしろ横浜の方がやや
低かった）（Cole1979：235）。
3） 職務満足度を日米で比較したデータとして、
「友人が会社でのあなたの仕事に関心を持った
時、あなたはどうこたえますか」という問いに、
「肯定的」と回答する割合は、アメリカ（日本）
は、63.4％（18.5％）、「どちらともいえない」
はアメリカ 25.3％（53.9％）、「否定的」はア
メリカ 8.0％（39.6％）であった（Lincoln and 
Kallegerg 1990:65）。
 　説明として Cole（1979:238）をひきつつ、日
本の労働者の満足度の低さは、コミットメント
が高いがゆえに期待も大きく、それが満たされ
ない（「こんなに貢献しているのだから、もっ
と報酬があってしかるべきだが、それほどでは
ない」）ことによる部分が大きいとする（Lincoln 
and Kalleberg 1990:61）。
4） しかしながら、その後 1960 年、1976 年、1990
年の時系列でみた日本の調査結果によると、会
社に限定的に関与しようとする割合は増えて
おり、とくに若年ほどその傾向が強くなってい
る（「会社は仕事をする場所であり、私生活と
は完全に切り離されたものだ」と回答した若
年労働者の割合は、1960 年で 10.8% だったが、
1976 年 19.9％、1990 年には 41.2％となった）
（Takezawa 1995:156-8）。
5） 同報告書の「第 4 章　仕事観に関する従業員ア
ンケート調査」によれば、現在の仕事への満足
度（得点）は、「日本 54、アメリカ 71、イギリ
ス 70、西ドイツ 74」と日本が最も低い（稲上
編 1985：167）。
6） NHK 放送文化研究所が 1993 年から実施し
て き た ISSP（International Social Survey 
Programme）のうち、2005 年 ISSP 職業意識
のデータで「仕事満足度」を分析した結果でも、
日本の満足度は低い。32 カ国中、第 1 位はス
イス（93％。「完全に満足」＋「満足」＋「ま
あ満足」の計。以下括弧内数値は同じ）、西ド
イツ（86％）は 8 位、アメリカ（84％）は 12 位、
イギリス（82％）は 16 位となっており、日本
（73％）は 28 位とかなり下位である（西・荒牧 
2009:20）。
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SATO Atsushi
Corporate community and human resource development 
or career development: Comparative study between 
English and Japanese based on empirical data―
　The purpose of this paper is to analyze the 
survey data of employees in Japan and the 
UK, and to examine similarities and differences 
between the UK and Japan from the viewpoint 
of corporate community, human resource 
development and career development.
　The UK data used in this article are similar 
to the 2018 UK survey data used in Sato (2019). 
The data for Japan is mainly from the Japan 
Institute　of　Labor Policy and Training (2017), 
which is the same as the data used for Sato 
(2017b). In other words, this note is based 
on survey data obtained from Japanese and 
English workers.
　The structure of this note is as follows. 
　In Section 2, a brief review of the prior　 
international comparative studies is made, 
and two hypotheses to be examined are as 
follows: a) the hypothesis that Japan has a 
higher corporate community than the UK; and 
b) the motivation to work through personnel 
management. Draw out a hypothesis (whether 
Japanese workers are more motivated to work 
because they are being drawn up by personnel 
management measures). 
　In Section 3, an English-Japanese comparison 
is attempted from the viewpoint of verifying 
the corporate community hypothesis of a). 
　In Section 4, from the viewpoint of 
examining the hypothesis b), we would like to 
examine whether the hypothesis that elicits 
work motivation through human resources 
management applies to the UK and Japan for 
each data. 
　Finally, in Section 5, we discuss and discuss 
the analysis results.
　Based on the results of the analysis, the 
following can be pointed out as to whether 
two hypotheses,　namely, “Japan has a higher 
corporate community character than the 
UK ''and “withdrawal of work motivation by 
personnel management '' can also　be found in 
the UK. .
　Regarding the former a), it was shown 
that there are aspects that conform to the 
hypothesis that "Japan has a high corporate 
community, and that the United Kingdom is 
low", and aspects that do not. Regarding the 
latter b), it was shown that the hypothesis of 
"pulling motivation to work through personnel 
management" is found not only in Japan but 
also in the UK.
　Based on the above, the following points can 
be pointed out as to whether two hypotheses.
That are "It is true that Japan has a higher 
corporate community,but character than 
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the UK" and "Humanity withdrawal of work 
motivation" can be found in the UK.
　This means that there are companies and 
workers with a high corporate community 
in the UK, and that there are companies that 
focus on recruiting new graduates and develop 
human resources from a long-term perspective 
as a personnel management policy.
　So far, Japan-UK comparative studies in 
the field of labor research have been based 
on hypotheses such as Dore (1973=1993)
and Hazama(1974), that are "Japan has a high 
organizational-oriented corporate community, 
but the UK has a low market-oriented and 
community-based (or high association)." 
has been accepted by researchers, but the 
analysis in this article shows that it does not 
necessarily apply to all British companies and 
workers.
